
本日ここに、第１９回筑後市議会定例会の開会にあたり、議

員各位のご健勝をお慶び申し上げますとともに、日頃のご精励

に対し、深く敬意を表する次第であります。

提案理由の説明を申し上げます前に、令和４年度の市政運営

について、私の所信の一端を述べさせていただきます。

昨年１２月に２期目の任期がスタートしました。引き続き市

政を預かる者として、新年度に向け、筑後市の更なる発展のた

め、諸施策の推進に気を引き締めて取り組む所存であります。

さて、一昨年から広がった新型コロナウイルス感染症は、次

々と出現する変異株により、現在もなお猛威を振るっており、

コロナ禍で迎えた令和３年度も、コロナ対策を最重要課題と位

置付け市政運営を進めてまいりました。ワクチン接種の体制を

確保し、同時に国の地方創生臨時交付金を活用しながら、第９

弾から第１３弾にわたる事業を実施してまいりました。本議会

でも、第１４弾の対策事業について提案いたしております。

長引くコロナ感染の影響により、市民の間には、心身の健康

や生活に対する不安が広がっています。令和４年度におきまし

ても、市内医療機関と連携し、希望者へのワクチン接種を安全

かつ確実に進めるとともに、感染症指定医療機関である筑後市

立病院を中心に地域医療の充実に努めてまいります。また、生

活や事業の継続等、真に困っている人は誰なのかを見極めなが

ら、積極的に切れ目なく、スピード感を持って、様々な形で支

援を届けてまいります。

一方で、昨年も、全国各地で大雨や台風による被害が発生し

ました。近年の頻発化、激甚化する自然災害に対応するために

は、自助、共助による地域防災力の向上や治水対策など、ソフ

ト・ハード両面からの総合的な取組が不可欠であります。地域

との協働による避難所運営や、地域の防災活動への支援、災害

時避難行動要支援者への支援体制づくりなど、地域の防災力の



強化に取り組んでまいります。

また、羽犬塚駅周辺の浸水対策につきましては、昨年７月か

ら「ＪＲ羽犬塚駅周辺地区エリアプラットフォーム」で検討し

てきたまちづくりビジョンを踏まえ、中心市街地の防災性、安

全性の向上を図ってまいります。さらに、今年度実施した市営

河川安全度評価の結果を踏まえ、緊急性の高い治水対策に取り

組むことで、災害に備えた安全・安心のまちづくりを目指して

まいります。

子育て支援の充実につきましては、建て替えにより定員を拡

大した筑後保育所と筑後学童保育所を最大限活用しながら、引

き続き待機児童ゼロの堅持に努めてまいります。加えて、保育

士や学童保育支援員等の処遇改善を図り、保育士等の確保に向

けた支援を延長するなど、支援体制の強化も図ってまいります。

また、新たに「こども家庭サポートセンター」を立ち上げ、

妊娠期から子育て期まで、出産、育児や成長、発達などの悩み

や不安をいつでも安心して相談できる場所として、切れ目のな

い支援をワンストップで行ってまいります。

学校施設につきましては、水田・下妻・古島３校の再編新設

小学校の令和７年度開校に向けて、令和４年度から校舎棟と体

育館棟の建設工事を進めてまいります。

また、筑後市学校施設長寿命化計画に基づく改修工事も進め、

児童・生徒にとって安全安心で快適な教育環境の実現を目指し

てまいります。

人口減少、少子高齢化、気候変動やデジタル化の課題は、コ

ロナ禍を契機として加速化し、社会や人の行動様式を日常生活

レベルで大きく変えることになりました。

国は、新型コロナ対策に万全を期しつつ、「経済財政運営と

改革の基本方針２０２１（骨太方針）」に基づき、「成長と分配

の好循環」による「新しい資本主義」の実現を図るため、「グ

リーン化」「デジタル化」「地方の所得向上」「子ども・子育て



支援」の４分野への投資を「成長を生み出す原動力」として、

重点的に促進する事を打ち出しました。

本市の住民基本台帳に基づく人口は、本年１月末現在で４万

９，２５９人となりました。本市だけで見れば、地の利や様々

な施策による住みよさによって維持している状況があります

が、全国的に見れば、人口減少は避けられない状況にあります。

このような国の動向を踏まえ、将来にわたって持続可能な行

財政構造を築くために、令和４年度は、喫緊のコロナ対策を第

一に、限られた資源を有効活用しながら、課題の解決に努めて

まいります。

令和４年度のその他の主な施策につきましては、３年目とな

る第六次筑後市総合計画に基づき、７つの政策ごとに私の考え

をご説明申し上げます。

１番目の政策「快適に暮らせるまちづくり」について申し上

げます。

汚水処理の推進につきましては、効果的な下水道区域を厳選

し、計画的に整備を進めるとともに、下水道の事業計画区域外

においては、単独浄化槽や汲み取り槽から合併処理浄化槽への

転換を促進してまいります。

また、水道事業、下水道事業ともに、経営戦略に基づき、事

業経営の効率化、安定化に取り組んでまいります。

秩序ある市域の整備と健全な都市の発展のための取組につ

きましては、筑後市都市計画マスタープランの土地利用方針を

踏まえ、引き続き都市計画用途地域の見直しを行ってまいりま

す。

公共交通の充実につきましては、「筑後市地域公共交通計画」

を踏まえた取組を推進し、持続可能な公共交通網の形成を目指

すとともに、地域との協働によるコミュニティ自動車の維持・



充実を図ってまいります。

市営河川や水路においては、近年の集中豪雨等による浸水被

害の教訓から、防災減災に効果的な整備を最優先に、機能回復

のための浚渫事業や改修工事を重点的に進めてまいります。

２番目の政策「環境が守られたまちづくり」について申し上

げます。

ごみ減量につきましては、福岡県の計画内容を踏まえた「食

品ロス削減推進計画」を策定し、特に家庭から出る燃やすごみ

の減量に取り組んでまいります。

また、脱炭素社会の促進に向け、「地球温暖化対策実行計画」

の策定に向けた基礎調査を開始するほか、市民や事業者の具体

的行動を喚起する取組を進めてまいります。

３番目の政策「活気に満ちたまちづくり」について申し上げ

ます。

農業の振興につきましては、最大の課題である担い手確保の

ため、引き続き持続可能な法人組織の体制構築と新規就農希望

者の就農促進、新規就農者の育成を図ってまいります。

地域に活力をもたらす産業・雇用の創出につきましては、地

場企業の支援と新規企業の誘致を図るとともに、新型コロナウ

イルス感染症により減収等の影響が出ている事業者への支援

について検討してまいります。

４番目の政策「いきいきと健やかに暮らせるまちづくり」に

ついて申し上げます。

冒頭申し上げました子育て支援に取り組むほか、健康づくり

の推進につきましては、特定健診やがん検診の受診率向上に努

めるとともに、高齢者の保健事業と介護予防を一体的に進めて

まいります。



高齢者や障害者等、誰もが住み慣れた地域で暮らし続けられ

るよう、地域デイサービスをはじめとした地域主体の様々な活

動を支援してまいります。しかしながら、地域では、こうした

活動を担う人材の不足が課題となっております。そのため、今

年度策定します「第２期地域福祉計画」に基づき、支え合いの

仕組みづくりに取り組んでまいります。

５番目の政策「豊かな人間性と創造性を育むまちづくり」に

ついて申し上げます。

教育施策につきましては、第２次筑後市教育大綱において目

標とする「ちくごで育ち、ちくごを愛し、ちくごを育てる人づ

くり」を基本に進めてまいります。

学校教育につきましては、子どもたちが２１世紀の社会を

「生きぬく力」を身につけることを目指します。

ＧＩＧＡスクール構想に伴って整いつつあるＩＣＴ環境を

有効に活用し、次世代を担う人材に必要とされる資質や能力の

向上を図ってまいります。

社会教育につきましては、「第４次筑後市生涯学習推進計画」

に基づき、生涯学習を通したまちづくりを目指してまいります。

人権・同和教育につきましては、コロナ禍やネット社会で生

じている偏見や差別の解消に向け取り組むほか、人権教育・人

権啓発を推進し、人権尊重のまちづくりを目指してまいります。

男女共同参画社会の推進につきましては、今年度策定します

「第６次男女共同参画計画」に基づく施策において、ジェンダ

ーの視点も取り入れながら、個性と能力を十分に発揮できる社

会の実現を目指してまいります。

６番目の政策「安全で安心に暮らせるまちづくり」について

申し上げます。

冒頭申し上げました防災・減災対策に取り組むほか、安全な



暮らしの推進につきましては、警察や安全で安心できるまちづ

くり協議会等との連携を深め、地域の防犯や交通事故防止など

に努めてまいります。

また、空き家対策につきましては、空き家バンクの利用促進

を図る一方、空き家の適正管理に向けた周知啓発などに取り組

み、老朽危険家屋発生の未然防止に努めてまいります。

消防・救急・救助体制の整備充実につきましては、市民によ

る初期消火率を高める取組を実施してまいります。

また、複雑多様化する火災や救急活動等に対応できるよう、

より高度な能力を有する消防職員の育成に努めてまいります。

さらに、平時に活動できる消防団員を確保する取組を推進し、

消防団の充実強化を図ってまいります。

７番目の政策「持続可能なまちづくり」について申し上げま

す。

市民協働の推進につきましては、行政区や校区コミュニティ

協議会が相互に連携・補完し合いながら、地域課題に対応でき

るよう支援してまいります。

また、外国人住民の増加を受け、誰もが地域の居住者として

いつまでも安心して暮らしていくことができるよう、多文化共

生にも取り組みます。

積極的な広報・広聴の展開につきましては、市民の情報取得

手段の多様化を踏まえ、４月から幅広い世代で利用されている

ＬＩＮＥを活用した発信を始めてまいります。また、市民の意

見を聴く機会の確保に努めてまいります。

持続可能な行財政運営につきましては、コロナ禍における

「新たな日常」の基盤となるデジタル・トランスフォーメーシ

ョンを推進し、住民サービス向上と行政事務の効率化を図りま

す。

また、若い世代の地元定着に重点をおいた移住・定住施策に



取り組み、活力ある地域づくりを支える生産年齢人口の維持に

努めます。

財政状況については、新型コロナウイルス感染の拡大、長期

化により、今なお不透明な状況です。

令和４年度は、これまでの行財政健全化に基づく選択と集中

による効率的な財政運営とともに、それらを支えるふるさと納

税をはじめとした歳入確保についても取組を強化していきま

す。

これらの様々な政策・施策等を着実に実施するため、職員の

働き方改革を進めつつ、効率的で機能的な組織づくりに取り組

み、市民から信頼される市政運営を実現してまいります。

以上、令和４年度の市政運営について、私の基本的な考えを

申し上げました。

なお、本市の行政経営の指針となる「第六次筑後市総合計画」

につきましては、令和４年度に前期基本計画の最終年度を迎え

ます。後期基本計画につきましては、前期計画における施策の

進捗確認と中間総括に加え、コロナ禍で大きく変容している社

会経済情勢を踏まえ策定を進めてまいります。

すべては明日の筑後のために、一つ一つの施策を丁寧に、ス

ピード感をもって取り組んでまいりたいと考えております。今

後とも、一層のご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げ

ます。

それでは、ただいま上程されました議案第２号から議案第

２５号までについて、提案理由の説明を申し上げます。

議案第２号 筑後市職員の育児休業等に関する条例の一部

を改正する条例制定につきましては、国家公務員にかかる妊

娠・出産・育児等と仕事の両立支援のために講じる措置に準じ、



所要の改正を行うものであります。

議案第３号 議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関す

る条例の一部を改正する条例制定及び議案第４号 筑後市長、

副市長及び教育長の給与に関する条例の一部を改正する条例

制定につきましては、期末手当の支給割合を、国の指定職俸給

表適用職員の期末・勤勉手当に準じ、減額改定するとともに、

令和４年６月に支給する期末手当に関する減額調整を行うた

め、所要の改正を行うものであります。

議案第５号 筑後市職員の給与に関する条例の一部を改正

する条例制定及び議案第６号 筑後市一般職の任期付職員の

採用及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例制定

につきましては、期末手当の支給割合を、一般職の国家公務員

の取扱いに準じ、減額改定するとともに、令和４年６月に支給

する期末手当に関する減額調整を行うため、所要の改正を行う

ものであります。

議案第７号 筑後市職員旅費支給条例の一部を改正する条

例制定につきましては、赴任に伴い転居を要する場合に、引越

料金の実費相当額を移転料として支給することができるよう

改正するものであります。

議案第８号 筑後市学童保育所設置条例の一部を改正する

条例制定につきましては、筑後学童保育所の増設部分の所在地

を追加するものであります。

議案第９号 筑後市国民健康保険税条例の一部を改正する

条例制定につきましては、全世代対応型の社会保障制度の構築

に向けた健康保険法等の改正による地方税法の一部改正に伴

い、未就学児の均等割額を減額するなど、所要の改正を行うも

のであります。

議案第１０号 筑後市青少年問題協議会設置条例の一部を

改正する条例制定につきましては、令和４年度組織機構改革に

よる課の名称変更に伴い、協議会の委員の名称を変更するもの



であります。

議案第１１号 令和３年度筑後市一般会計補正予算（第１１

号）について申し上げます。

今回の補正予算は、５億３，６３０万３千円を増額し、歳入

歳出予算の総額を２３１億４，７７６万３千円とするものであ

ります。

歳出予算について申し上げます。

第１款 議会費の職員人件費及び第２款 総務費の職員人

件費は、退職者が生じたため、給料等を減額し、退職手当を増

額するものであります。

同じく第２款 総務費のふるさと筑後市応援寄付に要する

経費は、昨年１２月までの寄附の実績から、積立金、返礼品代

金ほか、関係経費を増額するものであります。

電子計算機事務に要する経費は、国の補正予算に伴い、マイ

ナポータルを経由した転出転入手続の一部オンライン化が進

められることとなったため、既存システムの改修経費を計上す

るものであります。

公共施設建設基金費は、令和４年度から工事に着手する予定

である再編新設小学校整備事業など、後年度において生じる見

込みである公共施設の更新経費等の負担に対応するため、基金

への積立金を計上するものであります。

第３款 民生費の自立支援給付に要する経費は、障害児支援

サービスの利用などが増加しているため、扶助費を増額するも

のであります。

公的介護施設整備事業費補助金は、県の内示を受け、市内グ

ループホームに対する新型コロナウイルス感染拡大防止のた

めの施設整備補助金を計上するものであります。

児童福祉事務に要する経費は、市の新型コロナウイルス感染

症緊急対策事業として実施している臨時特別出産祝金につい



て、令和４年度も継続して支給するための経費を増額するもの

であります。

児童福祉施設等助成金は、国の補正予算により、本年２月よ

り保育士及び学童保育支援員等の処遇改善が図られることと

なったため、処遇改善に相当する額の臨時特例補助金を計上す

るものであります。

第６款 農林水産業費の農地中間管理事業に要する経費は、

県の内示を受け、担い手への農地集積対策事業に対する補助金

を増額するものであります。

筑後市元気な農業づくり推進事業に要する経費は、農業機械

導入に係る入札等による事業費の確定や、交付対象者の所得要

件による交付額の減額に伴い、補助金を減額するものでありま

す。

園芸作物振興に要する経費は、入札等による事業費の確定に

伴い、補助金を減額するものであります。

水利施設管理に要する経費は、国の補正予算に伴い、ため池

の劣化状況評価業務にかかる委託料を増額するほか、県営事業

が前倒しで実施されることとなったため、農村地域防災減災事

業に係る県営事業負担金を増額するものであります。

その他県営事業において、入札不調等による実施見送りに伴

い負担金を、また入札等による事業費の確定に伴い工事請負費

をそれぞれ減額するものです。

筑後川下流域土地改良事業に要する経費については、国の補

正予算に伴い、排水機場整備事業が一部前倒しで実施されるこ

ととなったため、県営事業負担金を増額するものです。

第８款 土木費の道路新設改良事業に要する経費及び社会

資本整備総合交付金事業に要する経費については、交付金の確

定に伴い、事業費を減額するものです。

都市計画事務に要する経費は、入札等による事業費の確定に

伴い、委託料を減額するものです。



下水道事業会計繰出金は、下水道使用料及び受益者負担金の

増加等により、下水道事業会計に対する一般会計負担が減少す

る見込みであるため、繰出金を減額するものです。

第１０款 教育費の奨学事業に要する経費は、受領した寄附

金を活用し、筑後市奨学会への補助金を増額するものでありま

す。

学校保健に要する経費は、令和４年度に小学１年生となる児

童に対し、熱中症及び新型コロナウイルス感染症対策として雨

傘兼用日傘を配布するため、購入費用を計上するものでありま

す。

小中学校費のパソコン設備整備事業に要する経費は、国の補

正予算に伴い、後年度で予定していた教師用タブレットや大型

モニター整備の一部前倒しが可能となったため、備品購入費を

増額するものであります。

屋上防水事業に要する経費、学校施設等改修事業に要する経

費及び屋外環境整備事業に要する経費は、国の補正予算に伴い、

整備事業の前倒し実施に係る設計委託料及び工事請負費を計

上するものであります。

以上の経費の主な財源として、国・県支出金、寄附金、繰入

金、市債等を充てております。なお、新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金の１１月までの決定分について、歳

入補正及び財源の組替えを行うものであります。

繰越明許費補正は、社会保障・税番号制度システム環境整備

事業ほか１４事業で、年度内に完了が見込めないため繰り越す

ものであります。

議案第１２号 令和３年度筑後市介護保険特別会計（保険事

業勘定）補正予算（第３号）について申し上げます。

今回の補正予算は、要支援者等の通所型サービスの利用が増

加しているため、歳出予算の組替えを行うものであります。

議案第１３号 令和３年度筑後市下水道事業会計補正予算



（第１号）について申し上げます。

今回の補正予算は、下水道使用料及び受益者負担金の増加の

ほか、県の流域下水道事業に対する関係市町の建設負担金の確

定や工事内容の確定等に伴う事業費の減少などにより、一般会

計繰入金を減額するものです。

議案第１４号 令和４年度筑後市一般会計予算について申

し上げます。

令和４年度当初予算につきましては、新型コロナウイルスワ

クチン接種への対応や再編新設小学校整備のほか、第六次筑後

市総合計画に基づく７つの政策を着実に推進することを基本

に編成をいたしました。

その結果、一般会計の歳入歳出総額は、前年度比３．３％増

の２０８億５千万円となったところでございます。

歳出のうち義務的経費は、扶助費が自立支援給付費の増加に

より２億３，４４９万８千円の増、人件費は退職者数の増加等

により１億６４６万円の増となりました。

普通建設事業費は、再編新設小学校整備事業の工事着手に伴

う増加の一方で、筑後保育所施設整備の完了により２億

６，１４２万３千円の減となりました。

歳入は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響からの回復を

見込み、一般財源である市税が３億３３３万６千円、地方消費

税交付金１億１，１００万円、地方交付税３億７ ,５００万円と、
それぞれ増加しました。

また、これまで補正予算対応としていた新型コロナウイルス

ワクチン接種に係る経費を当初予算に計上したため、国庫支出

金も４億９，１５７万円の増となったところです。

そのほか、国の地方財政計画に基づき臨時財政対策債が大幅

減となる一方で、財源確保のため、地方交付税措置のある市債

を積極的に活用するなど対応を行ったところでございます。

以下、歳出の各款にわたり、新規事業を中心に主なものをご



説明申し上げます。

第１款 議会費については、市議会の運営に必要な経費を計

上しております。

第２款 総務費について申し上げます。

地方創生の推進については、若者の移住・定住・転出抑制等

を促進するため、奨学金返還支援事業に要する経費を計上して

おります。

電子計算機の管理については、国の自治体ＤＸ推進計画に基

づく行政手続のオンライン化に係る経費や、管理職へのタブレ

ット端末導入に係る経費を、住民基本台帳事務については、新

たに住民票等のコンビニ交付を開始するための経費を計上し

ております。

そのほか、選挙事務については、参議院議員選挙、県議会議

員選挙及び市議会議員選挙に要する経費を計上しております。

第３款 民生費について申し上げます。

生活困窮者への対応として、国の制度に基づいて、自立に向

けた就労や生活支援のための経費を計上しております。

子育て支援については、障害児保育の補助拡充や、保育士及

び学童保育支援員等の処遇改善を図るための経費等のほか、筑

後学童保育所を３支援単位で運営するための経費を計上して

おります。なお、建て替えを終えた筑後保育所においては、森

林環境譲与税を活用し、新たに木製の遊具を整備いたします。

第４款 衛生費について申し上げます。

新設する「こども家庭サポートセンター」においては、産後

ケア事業、３歳児健診時に活用する視力検査機器の導入経費等

を計上しております。

また、予防接種事業については、国の制度見直しに伴い、子

宮頸がんワクチン接種の積極勧奨等による増加を見込んだ接

種費用を計上するほか、新型コロナワクチンの３回目接種や小

児への接種など、希望者への接種にかかる経費を計上しており



ます。

温暖化防止事業については、補助事業を活用し、市の実行計

画策定に向けた基礎調査や、公共施設への太陽光発電設備の設

置に係る事前調査を実施するための経費を計上しております。

また、汚水処理については、下水道整備計画の見直しを推進

するとともに、単独処理浄化槽などから合併処理浄化槽への転

換に対する補助金を計上しております。

第５款 労働費については、シルバー人材センター運営に係

る補助金等を計上しております。

第６款 農林水産業費について申し上げます。

認定農業者に対する大型機械導入支援などのほか、農地や農

村環境の保全に係る補助金、交付金などを計上しております。

また、新たな取組として、令和３年度から試行している国営

水路の先行排水を強化するための水門動力化や、防災重点ため

池耐震対策工事の実施設計に要する経費を計上しております。

第７款 商工費について申し上げます。

企業対策については、誘致活動経費のほか、地場企業支援の

ため、筑後市産業振興促進条例に基づく雇用奨励金等を計上し

ております。

観光振興については、福岡県宿泊税交付金を活用した路線バ

スラッピングによるＰＲなど、観光ＰＲ事業に要する経費を計

上しております。

第８款 土木費について申し上げます。

道路事業については、社会資本整備総合交付金事業を活用し

幹線的市道の改良や通学路対策、グリーンベルトの引き直しな

どの交通安全対策に係る整備費を計上しております。

河川事業につきましては、引き続き、治水対策推進のため、

防災減災に効果的な市営河川緊急浚渫推進事業や河川改良工

事の実施に要する経費を計上しております。

都市計画については、用途地域見直し変更業務及びＪＲ羽犬



塚駅周辺地区浸水対策業務などの委託料のほか、コミュニティ

自動車の運行地域への委託料などを計上しております。

第９款 消防費について申し上げます。

救急救命士の新規養成に係る経費のほか、多様化する災害へ

の対応力強化及び都市型救助資機材の効果的運用を図るため、

救助訓練塔の建替え経費を計上しております。

第１０款 教育費について申し上げます。

学校教育については、新型コロナウイルス感染症対策の徹底

と児童生徒の学びの保障のため、スクールサポートスタッフ配

置に係る経費を計上しております。

また、西南学院大学との連携協定のもと開催を予定している

不登校未然防止のための連続講座に係る経費を計上しており

ます。

施設面では、水田・下妻・古島３校の再編新設小学校の校舎・

体育館棟の建設工事費や筑後小学校特別教室棟の長寿命化改

修工事費等を計上しております。

社会体育事業については、使用を停止している窓ケ原体育館

の解体費用を計上しております。

第１１款 災害復旧費については、農業用施設災害復旧費及

び公共土木施設災害復旧費を計上しております。

第１２款 公債費については、市債の元利償還金、一時借入

金利子及び事務費を計上しております。

第１３款 予備費については、新型コロナウイルス感染症対

応分としての１千万円を含む２千万円を計上しております。

歳入の主なものは、市税６２億４ ,０８１万８千円、地方交付
税３５億５，５００万円、国庫支出金４０億３ ,１４６万５千円、
市債１３億２ ,７４０万円であります。
継続費については、再編新設小学校整備事業に係る総額及び

年割額を設定するものであります。

債務負担行為については、電子計算機器借上ほか６件であり



ます。

議案第１５号 令和４年度筑後市国民健康保険特別会計予

算について申し上げます。

予算総額は、前年度比２．７％増の５７億７，５８９万８千

円となっております。

歳出の主なものは、保険給付費が前年度比３．６％増の

４０億４，８９１万４千円、国民健康保険事業費納付金は前年

度比１．３％減の１５億１，３２７万６千円、その他、保健事

業費や基金積立金等を計上しております。

これらの財源としては、国民健康保険税１０億４，６４３万

１千円、県支出金４１億４，１８４万６千円をはじめ繰入金等

を充てております。

議案第１６号 令和４年度筑後市後期高齢者医療特別会計

予算について申し上げます。

予算総額は、前年度比０．３％増の７億５，７６８万１千円

となっております。

歳出の主なものは、福岡県後期高齢者医療広域連合納付金で、

前年度比０．２％減の７億１，８３５万３千円となっておりま

す。

主な財源としては、後期高齢者医療保険料、繰入金等を充て

ております。

議案第１７号 令和４年度筑後市介護保険特別会計（保険事

業勘定）予算について申し上げます。

予算総額は、前年度比０．９％増の４３億６７０万５千円と

なっております。

歳出の主なものは、保険給付費が前年度比０．５％増の

３８億８，２９０万円、地域支援事業費が前年度比３．１％増

の２億９，６８６万３千円、その他、基金積立金等を計上して

おります。



これらの財源として、保険料、国県支出金、支払基金交付金、

繰入金等を充てております。

議案第１８号 令和４年度筑後市介護保険特別会計（地域包

括支援センター事業勘定）予算につきましては、指定介護予防

支援事業所として介護予防サービス計画を作成するとともに、

総合事業対象者のケアマネジメント作成に要する経費等を計

上しております。

議案第１９号 令和４年度筑後市市営住宅敷金管理特別会

計予算につきましては、市営住宅入居時に預かる敷金の管理に

要する経費を計上しております。

議案第２０号 令和４年度筑後市住宅新築資金等貸付特別

会計予算につきましては、事業運営に要する経費を計上してお

ります。

議案第２１号 令和４年度筑後市地方独立行政法人筑後市

立病院貸付特別会計予算につきましては、市立病院に対する貸

付金や病院事業債に係る公債費を計上しております。

議案第２２号 令和４年度筑後市水道事業会計予算につい

て申し上げます。

主な事業としましては、年次計画に基づく主要配水管の老朽

管更新事業、北牟田配水場の耐震化のための更新事業のほか、

管網整備事業に要する経費を計上しております。

議案第２３号 令和４年度筑後市下水道事業会計予算につ

いて申し上げます。

主な事業としましては、社会資本整備総合交付金を活用した

管渠整備事業のほか、流域下水道事業に対する建設負担金、企

業債償還金などを計上しております。

議案第２４号 工事請負変更契約の締結につきましては、令

和３年９月の定例会で議決いただきました筑後小学校増築工

事において、空調設備工事の追加により契約内容を変更する必

要が生じましたので、地方自治法第９６条第１項第５号及び議



会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例第２条の規定に基づき、議会の議決を求めるものであります。

議案第２５号 市道路線の廃止及び認定につきましては、熊

野倉目川堤防線において、都市計画法に基づく開発行為に伴い

付け替えがなされ、起点の変更が必要となったため、現路線を

廃止し、新規路線として認定するものであります。

また、都市計画法に基づく開発行為に伴い整備された３路線

についても新規路線として認定するものであります。

以上が議案の大要であります。慎重ご審議の上、ご決定賜り

ますようお願い申し上げ、提案理由の説明を終わります。


